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自己株式を活用した第三者割当による第４回及び第５回新株予約権 

（行使価額修正型新株予約権転換権付）の発行に関するお知らせ 

 

 

当社は、2021 年３月５日開催の取締役会において、以下のとおり、マッコーリー・バンク・リミテッド

（以下、「割当予定先」といいます。）を割当先とする第三者割当の方法による第４回新株予約権（行使価額修

正型新株予約権転換権付、以下「本第４回新株予約権」といいます。）及び第５回新株予約権（行使価額修正

型新株予約権転換権付、以下、「本第５回新株予約権」といい、本第４回新株予約権と総称して「本新株予約

権」といいます。）の発行を行うことについて決議しましたので、お知らせいたします。 

 

１．本新株予約権の概要 

（１） 割当日 2021年３月 22日 

（２） 発行新株予約権数 6,956個 

 本第４回新株予約権 3,456個 

 本第５回新株予約権 3,500個 

（３） 発行価額 総額 7,987,492円 

（本第４回新株予約権１個につき 1,182円、本第５回新株予約権１個

につき 1,115円） 

（４） 当該発行による 

潜在株式数 

695,600株（新株予約権１個につき 100株） 

 本第４回新株予約権 345,600株 

 本第５回新株予約権 350,000株 

本第４回新株予約権及び本第５回新株予約権の下限行使価額はいずれ

も 1,195円ですが、下限行使価額においても潜在株式数は 695,600株

です。 

（５） 調達資金の額（新株予

約権の行使に際して出

資される財産の価額） 

1,156,387,492円（差引手取金概算額：1,119,285,492円） 

（内訳） 

本第４回新株予約権 

 新株予約権発行による調達額：4,084,992円 

新株予約権行使による調達額：518,400,000円 

本第５回新株予約権 

 新株予約権発行による調達額：3,902,500円 

 新株予約権行使による調達額：630,000,000円 
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差引手取金概算額は、本新株予約権が全て当初行使価額で行使された

場合の調達金額を基礎とし、本新株予約権の払込金額の総額に本新株

予約権の行使に際して出資された財産の価額を合算した額から、発行

諸費用の概算額を差し引いた金額です。そのため、行使価額が修正又

は調整された場合には、増加又は減少する可能性があります。また、

本新株予約権の行使期間中に行使が行われない場合及び当社が取得し

た本新株予約権を消却した場合には、減少する可能性があります。 

（６） 行使価額及び 

行使価額の修正条件 

当初行使価額 

 本第４回新株予約権 1,500円 

 本第５回新株予約権 1,800円 

本第４回新株予約権については、当社は、資金調達のため必要がある

ときは、当社取締役会の決議により行使価額の修正を行うことができ

ます（具体的には、(i)当該時点における当社株価が下限行使価額を超

えているものの行使価額に達していない場合において、緊急の資金需

要が生じ又は生じる蓋然性が高く、当該資金需要に対応するために行

使価額の修正により本第４回新株予約権の行使を促進する必要がある

と当社が合理的に判断する場合、(ii)当該時点における株価が行使価

額を大きく上回って推移している場合において、当社が行使価額の修

正により株価上昇メリットを速やかに享受する必要があると当社が合

理的に判断する場合を想定しております。）。当該決議をした場合、当

社は直ちにその旨を本第４回新株予約権者に通知するものとし、当該

通知が行われた日（同日を含みます。）から起算して 10 取引日目の日

又は別途当該決議で定めた 10 取引日目の日より短い日（上記(i)(ii)

の場合において、可及的速やかに行使価額の修正を行う必要があると

当社が合理的に判断する場合に、10 取引日目の日より短い日を定める

ことを想定しております。）以降、本第４回新株予約権の発行要項第 12

項に定める期間の満了日まで、行使価額は、各修正日の前取引日の東

京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（同日に終値が

ない場合には、その直前の終値。この（６）において同じです。）の

90％に相当する金額（円位未満小数第３位まで算出し、小数第３位の

端数を切り上げた金額。この（６）において同じです。）に修正されま

す。行使価額は 1,195 円を下回らないものとします（以下、「下限行使

価額」といいます。）。上記の計算による修正後の行使価額が下限行使

価額を下回ることとなる場合、行使価額は下限行使価額とします。 

本第５回新株予約権についても同様に、当社は、資金調達のため必要

があるときは、当社取締役会の決議により行使価額の修正を行うこと

ができます（具体的には、(i)当該時点における当社株価が下限行使価

額を超えているものの行使価額に達していない場合において、緊急の

資金需要が生じ又は生じる蓋然性が高く、当該資金需要に対応するた

めに行使価額の修正により本第５回新株予約権の行使を促進する必要

があると当社が合理的に判断する場合、(ii)当該時点における株価が

行使価額を大きく上回って推移している場合において、当社が行使価

額の修正により株価上昇メリットを速やかに享受する必要があると当

社が合理的に判断する場合を想定しております。）。当該決議をした場

合、当社は直ちにその旨を本第５回新株予約権者に通知するものと

し、当該通知が行われた日（同日を含みます。）から起算して 10 取引

日目の日又は別途当該決議で定めた 10 取引日目の日より短い日（上記
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(i)(ii)の場合において、可及的速やかに行使価額の修正を行う必要が

あると当社が合理的に判断する場合に、10 取引日目の日より短い日を

定めることを想定しております。）以降、本第５回新株予約権の発行要

項第 12 項に定める期間の満了日まで、行使価額は、各修正日の前取引

日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の 90％に

相当する金額に修正されます。下限行使価額は 1,195 円とします。上

記の計算による修正後の行使価額が下限行使価額を下回ることとなる

場合、行使価額は下限行使価額とします。 

 

「取引日」とは、東京証券取引所において売買立会が行われる日をい

います。但し、東京証券取引所において当社普通株式に関して何らか

の種類の取引停止処分又は取引制限（一時的な取引制限も含みま

す。）があった場合には、当該日は「取引日」にあたらないものとし

ます。 

「修正日」とは、各行使価額の修正につき、当社が行使価額の修正を

決議した後、本新株予約権の発行要項第16項に定める本新株予約権の

各行使請求に係る通知を当社が受領した日をいいます。 

また、本新株予約権の行使価額は、本新株予約権の発行要項に従って

調整されることがあります。 

（７） 募集又は割当方法 

（割当予定先） 

マッコーリー・バンク・リミテッドに対して第三者割当の方法によっ

て行います。 

（８） 新株予約権の行使期間 2021年３月 23日から 2023年３月 22日までとします。 

（９） その他 当社は、割当予定先との間で、金融商品取引法に基づく届出の効力発

生後に、本新株予約権に係る買取契約（以下、「本買取契約」といいま

す。）を締結する予定です。 

本買取契約においては、割当予定先が当社取締役会の事前の承諾を得

て本新株予約権を譲渡する場合、割当予定先からの譲受人が割当予定

先の本買取契約上の地位及びこれに基づく権利義務を承継する旨が規

定される予定です。 

 

２．募集の目的及び理由 

（１）募集の目的 

当社グループは、リーマン・ショック以降、事業の多角化に取り組み、新築不動産販売から再生不動産販売、

商業施設開発、高齢者住宅事業、ホテル事業、不動産賃貸まで全方位の事業ポートフォリオを構築し、多様な

不動産事業を展開しております。また、更なる事業の発展とより強固な事業体制の構築を目的として、2020

年７月１日に持株会社体制へ移行し、持続的成長及び中長期的な企業価値向上を図ることをグループ経営の最

重要課題と位置付け、グループ全体の機動力や競争力の強化、Ｍ＆Ａ推進による事業拡大と人材獲得・育成、

グループ経営資源の最適化、経営戦略の迅速な意思決定の実行、コーポレート・ガバナンスの強化等に努めて

おります。 

今般、新型コロナウイルス感染拡大の影響により経済の不確実性が高まるなか、感染拡大の収束時期を見極     

めることは予測困難であり、当社グループを取り巻く事業環境においても、不透明な状況が続いており不測     

の事態に備えておく必要があると認識しております。 

このような環境下において、当社グループがリスクを回避しながら収益を獲得していくためには、安定的な     

収益獲得が見込める不動産賃貸事業等のインカムゲイン型の不動産事業の更なる拡充による収益基盤の強化が

不可欠であり、優良な収益用不動産の開発及び発掘に注力しております。 

他方、当社グループが今後も継続的に成長を遂げ、かつ中長期的な企業価値向上を実現していくうえで、積

極的なＭ＆Ａ推進による事業拡大及び新規事業の創出を重点施策の一つに掲げております。特に、当社グルー

プのコア事業である不動産開発事業や不動産賃貸事業の拡大・拡充を目的とした同業種への投資を進めるほか、
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グループとしての事業エリア拡大のために設備関連やセキュリティ、メンテナンスなど不動産関連業種への投

資を積極的に検討しております。 

これらの成長戦略を実現するためには、将来的な事業環境の変化に対応し、優良な不動産の取得及びＭ＆Ａ

の機会等に備えるべく、充分な自己資金を確保しておくことが必要であると考えております。 

一方で、当社の自己資本比率は 2020年 12月期において 18.1％であり、当社が 2021年～2023年中期経営計

画（2021年２月 15日開示）において掲げる「安定的に自己資本比率 20％以上を維持しつつ、25％を目指す」

という目標を下回っている状況です。本第４回新株予約権が全て行使された場合には自己資本比率を約１％押

し上げる効果があり、さらに本第５回新株予約権が全て行使された場合には自己資本比率を約１％押し上げる

効果があります。新型コロナウイルス感染拡大は次第に収束していくものと推測しておりますが、感染拡大の

収束時期を見極めることは予測困難であるため、当社グループにおいても不測の事態に備えつつ、財務の健全

性を維持・向上するうえでも、本新株予約権の発行は既存株主の皆様の利益に資するものと判断いたしました。 

以上の状況を鑑みて、中長期的な視野に立った成長投資に向け、自己資本比率の改善や自己資金の確保等の

財務基盤の強化を図る必要があることから、本第三者割当による資金調達を決定いたしました。 

なお、今般の資金調達においては、本新株予約権の行使の結果交付されることとなる当社株式には全て、資

本効率の向上及び将来的な経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を目的として、当社が 2020 年

12 月 18 日付臨時株主総会の特別決議に基づき取得した自己株式が充当される予定です。当社は、同年 11 月

13 日付「特定の株主からの自己株式取得に関するお知らせ」、同年 12 月 18日付「特定の株主からの自己株式

の取得並びに主要株主及び主要株主である筆頭株主の異動に関するお知らせ」及び 2021 年１月８日付「特定

の株主からの自己株式取得結果及び取得終了に関するお知らせ」のとおり、特定株主から自己株式 695,600株

を取得いたしましたが、取得した当該自己株式の活用方法を検討する中において、本資金調達が当社の資金需

要をみたすものであるとともに自己株式の有効活用方法として適切であると判断し、本新株予約権の発行を決

定いたしました。 

 

（２）資金調達方法の概要 

本件の資金調達は、当社が割当予定先に対し本新株予約権を割り当て、割当予定先による本新株予約権の行

使に伴って当社が資金を調達する仕組みとなっております。当社は割当予定先との間で、金融商品取引法に基

づく届出の効力発生後に、以下の内容を含む本買取契約を締結いたします。当社は、本新株予約権の行使期間

中、当社株価動向等を勘案して、当社が割当予定先による本新株予約権の全部又は一部の行使を希望しない場

合は、割当予定先が本新株予約権の全部又は一部を行使することができない任意の期間（以下、「不行使期

間」といいます。）を合計４回まで定めることができます。株式市場全体が著しく混乱している場合等におい

て新株予約権が行使されると、当社株価のボラティリティが著しく高まるため、このような状況を防止するこ

とを目的として不行使期間の規定を置いております。すなわち、株式市場全体のボラティリティが急激に上昇

し、それに影響を受ける形で当社株価の変動が当社企業価値を反映した水準から大幅に乖離していると当社が

判断した場合等に、当該規定を適用することを想定しております。１回の不行使期間は 10連続取引日以下と

し、当社は割当予定先に対し、当該期間の初日から遡って５取引日前までに書面により不行使期間の通知を行

います。各不行使期間の間は少なくとも 10取引日空けるものとします。また、当社は、本新株予約権の取得

が必要と当社取締役会が決議した場合は、本新株予約権の払込期日の翌日以降、会社法第 273条及び第 274条

の規定に従って 15取引日前までに通知をしたうえで、当社取締役会で定める取得日に、発行価額と同額で、

本新株予約権者（当社を除きます。）の保有する本新株予約権の全部又は一部を取得することができます。こ

れにより、将来的に当社の資金ニーズが後退した場合や資本政策方針が変更になった場合など、本新株予約権

を取得することにより、希薄化の防止や資本政策の柔軟性が確保できます。なお、本新株予約権の行使期間満

了日若しくは完了日、当社が本新株予約権の全てを取得した日又は本買取契約が解約された日のいずれか早く

到来する日から６か月後までの間に、当社株式又は当社株式の交付を請求できる新株予約権等を、当社が第三

者に発行（当社の株式の発行に関しては自己株式の処分を含みます。）しようとする場合には、当社は、当該

第三者に対する発行に合意する前に、割当予定先に対して、同条件にてその予定する発行額の全部又は一部に

ついて引受け又は購入する意図があるかどうかを確認するものとし、割当予定先が引受け又は購入を望む場合

には当該第三者と並行して協議を行う機会を付与する旨が本買取契約において定められる予定です。但し、①
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当社又は当社子会社の役員及び従業員並びに（当社に対する金融を提供することを目的とする場合を除き）そ

の他外部協力者等を対象とするストック・オプション又は譲渡制限付株式を発行する場合、②当社が他の事業

会社との間で行う業務上の提携（既存の提携に限らず、新規又は潜在的な提携を含みます。）の一環として又

はこれに関連して当該他の事業会社に対してこれらの証券を発行する場合（当該事業会社が金融会社若しくは

貸金業者でなく、また、当社に対する金融を提供することを主たる目的として業務上の提携を行うものでもな

い場合に限ります。）を除きます。また、本買取契約において、本新株予約権の行使期間満了日若しくは完了

日、当社が本新株予約権の全てを取得した日又は本買取契約が解約された日のいずれか早く到来する日までの

間、当社は、割当予定先の事前の書面による同意がない限り、株式、新株予約権又はこれらに転換し若しくは

これらを取得する権利が付与された証券を発行してはならない旨が定められる予定です。但し、①当社又は当

社子会社の役員及び従業員並びに（当社に対する金融を提供することを目的とする場合を除き）その他外部協

力者等を対象とするストック・オプション及び譲渡制限付株式を発行する場合（当該ストック・オプションの

行使により株式を発行する場合を含みます。）、②当社が他の事業会社との間で行う業務上の提携（既存の提携

に限らず、新規又は潜在的な提携を含みます。）の一環として又はこれに関連して当該他の事業会社に対して

これらの証券を発行する場合（当該事業会社が金融会社若しくは貸金業者でなく、また、当社に対する金融を

提供することを主たる目的として業務上の提携を行うものでもない場合に限られます。）等の一定の場合を除

きます。 

 

本新株予約権の行使価額は、本第４回新株予約権については 1,500円（本発行決議の前取引日の終値 1,195

円の 126％）、本第５回新株予約権については 1,800円（本発行決議の前取引日の終値 1,195円の 151％）に当

初固定されており、かかる水準以上に株価が上昇した場合に当社が資金を調達する仕組みとしております。但

し、本第４回新株予約権・本第５回新株予約権のいずれも、行使価額修正型の新株予約権への転換権が当社に

付与されており、当社は、2021年３月 22日以降、資金調達のため必要があるときは、当社取締役会の決議に

より行使価額の修正を行うことができます。なお、本第４回新株予約権と本第５回新株予約権では、それぞ

れ、(i)当該時点における当社株価が下限行使価額（1,195円）を超えているものの行使価額（本第４回新株

予約権の場合は 1,500円、本第５回新株予約権の場合は 1,800円）に達していない場合において、緊急の資金

需要が生じ又は生じる蓋然性が高く、当該資金需要に対応するために行使価額の修正により本新株予約権の行

使を促進する必要があると当社が合理的に判断する場合、(ii)当該時点における株価が行使価額（本第４回新

株予約権の場合は 1,500円、本第５回新株予約権の場合は 1,800円）を大きく上回って推移している場合にお

いて、当社が行使価額の修正により株価上昇メリットを速やかに享受する必要があると当社が合理的に判断す

る場合に、当社取締役会の決議により上記転換権を行使することを想定しております。当社は、今後２年間の

当社株価の中間目標水準及び最終目標水準に即し、本第４回新株予約権と本第５回新株予約権の行使価額をそ

れぞれ 1,500円と 1,800円の２段階に設定しており、本第４回新株予約権が本第５回新株予約権に先立って行

使されることを想定しておりますことから、上記(i) (ii)の場合に転換権を行使する際においても、本第４回

新株予約権の転換権を本第５回新株予約権の転換権に優先して行使する予定です。当該決議をした場合、当社

は直ちにその旨を本新株予約権者に通知するものとし、当該通知が行われた日（同日を含む。）から起算して

10取引日目の日又は別途当該決議で定めた 10取引日目より短い日以降、上記「新株予約権の行使期間」欄に

定める期間の満了日まで、各修正日の前取引日の東京証券取引所における当社普通株式の終値（同日に終値が

ない場合には、その直前の終値）の 90％に相当する金額に修正されます。下限行使価額は本発行決議日の前

取引日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値ある 1,195円となります。上記の計算による

修正後の行使価額が下限行使価額を下回ることとなる場合、行使価額は下限行使価額とします。このように本

新株予約権については、当初行使価額を現在の株価より上方に設定する一方で、行使価額修正型への転換権を

当社が保有することで、行使価額を下回って株価が推移している状態であっても、資金需要が早まった場合や

機動的な投資を行う必要がある場合には緊急又は機動的な資金需要への対応が可能な設計としております。 

本第４回新株予約権及び本第５回新株予約権の当初行使価額をそれぞれ現在株価より高い水準である 1,500

円、1,800円に設定したのは、当社の現況の事業計画に基づいた当社事業の成長・拡大に伴う将来の株価上昇

を見越したことによるものです。当社は、今後２年間においてインカムゲイン型不動産事業の拡大及びＭ＆Ａ

の推進、新規事業の創出を段階的に実施していくことで、当社企業価値が高まり、当社株価は持続的・安定的
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な上昇トレンドを実現できるものと予測しております。このような予測下においては、行使価額を単一とする

よりも、今後２年間の当社株価の中間目標水準及び最終目標水準に即した２段階の行使価額を設定することに

より、当社業績及び株価上昇見通しに応じて、実際に当社株価が上昇したタイミングにおいて効率的かつ有利

な資金調達を実現することが可能であると判断し、それぞれ行使価額の異なる本第４回新株予約権・本第５回

新株予約権を発行することといたしました。なお、当初行使価額については、当社の株価、事業、財政状態及

び経営成績についての割当予定先であるマッコーリー・バンク・リミテッドの見通しを示すものではありませ

ん。また、本新株予約権を当社取締役会の決議により行使価額修正型の新株予約権に転換できることとしたの

は、株価が行使価額を大きく超えて推移した場合にその上昇メリットを当社が享受できるようにすることと、

一方で株価が行使価額を下回って推移した場合には本新株予約権の行使が進まず資金調達が困難となる可能性

があることから緊急又は機動的な資金需要に対応できるようにすることを目的としております。なお、行使価

額修正型の新株予約権への転換権行使については、当該時点での株価及び資金需要の緊急性等を考慮の上、慎

重に判断するようにいたします。 

なお、割当予定先が本新株予約権を行使した場合、当社が保有する自己株式を充当する予定です。 

 

（３）資金調達方法の選択理由 

当社は、資金調達に際し、間接金融の融資姿勢及び財務状況、今後の事業展開等を勘案し、既存株主の利益

に対する影響を抑えつつ自己資本を拡充させることを軸として、直接金融で調達できる方法を検討してまいり

ました。このため、下記「[他の資金調達方法との比較]」に記載の各項目及び他の手段との比較を行い、ま

た、下記「[本資金調達スキームの特徴]」に記載のメリット及びデメリットを総合的に勘案した結果、割当予

定先からの提案である第三者割当による本新株予約権による資金調達を採用いたしました。 

本資金調達スキームは、以下の特徴を有しております。 

[本資金調達スキームの特徴] 

＜メリット＞ 

① 対象株式数の固定 

本新株予約権の対象株式数は、発行当初から発行要項に示される 695,600株で固定されており、将来

的な市場株価の変動によって潜在株式数が変動することはありません。そのため、希薄化の規模はあら

かじめ限定されております。なお、株式分割等の一定の事由が生じた場合には、本新株予約権の発行要

項に従って調整されることがあります。 

② 株価上昇局面における資金調達額の増加 

株価の上昇局面において効率的かつ有利な資金調達を実現するため、本新株予約権に関しては、予め

将来の株価上昇を見込んだ行使価額を設定しております。なお、当社取締役会により行使価額修正選択

権の行使を決議した場合には、以降本新株予約権の行使価額は株価に連動し修正されることとなりま

す。これにより、当初の目標価額であった行使価額を上回って株価が上昇した場合に資本調達額を増額

することができます。行使価額は、上記「（２）資金調達方法の概要」に記載のとおり修正され、下方に

も修正される可能性がありますが、下限行使価額は本発行決議日の前取引日の東京証券取引所における

当社普通株式の普通取引の終値である 1,195円と定められており、行使価額の下方修正には歯止めが掛

かる仕組みとなっております。なお、行使価額修正選択権の行使を決議した場合には、適時適切に開示

いたします。 

③ 取得条項 

本新株予約権は、当社取締役会の決議に基づき、本新株予約権の払込期日の翌日以降いつでも、15取

引日前までに本新株予約権者に通知することによって残存する新株予約権の全部又は一部を本新株予約

権のそれぞれの発行価額相当額で取得することができる設計となっております。これにより、将来的に

当社の資金ニーズが後退した場合や資本政策方針が変更になった場合など、本新株予約権を取得するこ

とにより、希薄化の防止や資本政策の柔軟性が確保できます。 

④ 不行使期間 

本買取契約において、当社は、本新株予約権の行使期間中、不行使期間を合計４回まで定めることが

できます。１回の不行使期間は 10連続取引日以下とし、当社は割当予定先に対し、当該期間の初日から
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遡って５取引日前までに書面により不行使期間の通知を行います。各不行使期間の間は少なくとも 10取

引日空けるものとします。これにより、継続的な当社の株価の上昇が見込まれる場合において当社が不

行使期間を設定することや当社の判断で株価への影響を抑えることが可能となります（なお、当社は、

割当予定先に別途通知することにより、設定した不行使期間を短縮することができます。但し、不行使

期間は本新株予約権の取得請求又は本新株予約権の取得事由が生じた場合はそれ以後取得日までの期間

は設定することはできず、かつ、かかる通知の時点で指定されていた不行使期間は、かかる通知がなさ

れた時点で早期に終了します）。当社が割当予定先に対して不行使期間を短縮する通知を行った場合に

は、適時適切に開示いたします。 

⑤ 譲渡制限 

本新株予約権は、割当予定先に対する第三者割当の方法により発行されるものであり、かつ本買取契

約において譲渡制限が付されており、当社取締役会の承認がない限り、割当予定先から第三者へは譲渡

されません。 

＜デメリット＞ 

① 当初に満額の資金調達はできない 

新株予約権の特徴として、新株予約権者による権利行使があって初めて、行使価額に行使により発行

又は交付される株式数を乗じた金額の資金調達がなされます。本新株予約権は、当初行使価額を現状の

株価よりも高い水準に設定しており、原則として、当社株価が当初行使価額を超えて初めて権利行使が

行われる可能性が生じます。そのため、当初行使価額による行使が行われない場合には、当初想定され

る資金調達額に達しない可能性があります。 

② 機動的な投資が阻害されるリスク 

本件では収益用不動産の取得及びＭ＆Ａ・新規事業への投資を資金使途としており、いずれの使途に

おいても特定のタイミングに多額のキャッシュが必要となり得るケースが想定されますが、当社株価が

行使価額を下回って推移した場合等には、割当予定先による本新株予約権の行使が進まず資金調達が困

難となり、機動的な投資が阻害される可能性があります。 

③ 資金調達額の減少 

本新株予約権については行使価額修正選択権が付されていることから、当社が当該選択権を行使した

場合、資金調達額が予定額を下回る可能性があります。但し、いずれも行使価額は下限行使価額を下回

ることはありません。 

④ 不特定多数の新投資家へのアクセスの限界 

第三者割当方式という当社と割当予定先のみの契約であるため、不特定多数の新投資家から資金調達

を募るという点において限界があります。 

⑤ 割当予定先が当社株式を市場売却することにより当社株価が下落する可能性 

割当予定先の当社株式に対する保有方針は短期保有目的であることから、割当予定先が本新株予約権

を行使して取得した株式を売却することを前提としており、割当予定先による当社株式の市場売却によ

り当社株価が下落する可能性があります。 

⑥ 取得請求 

本買取契約には、１）いずれかの取引日において、東京証券取引所における当社普通株式の普通取引

の 20日連続取引日間の出来高加重平均価格が、2021年３月４日の東京証券取引所における当社普通株式

の普通取引の終値の 50％（598円）（但し、本新株予約権の発行要項第 11項により行使価額が調整され

る場合には、当該行使価額の調整に応じて適宜に調整されるものとします。）を下回った場合、２）いず

れかの 20連続取引日間の当社普通株式の１取引日当たりの東京証券取引所における普通取引の平均売買

出来高が、2021年３月４日（なお、同日を含む。）に先立つ 20連続取引日間の当社普通株式の１取引日

当たりの東京証券取引所における普通取引の平均売買出来高（但し、本新株予約権の発行要項第６項第

２号乃至第５号により割当株式数が調整される場合には、当該割当株式数の調整に応じて適宜に調整さ

れるものとします。）の 50％（48,915株）を下回った場合、又は、３）東京証券取引所における当社普

通株式の取引が５連続取引日以上の期間にわたって停止されている場合には、割当予定先は、それ以後

いつでも、その選択により、当社に対して書面で通知することにより、本新株予約権の全部又は一部を
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取得するよう請求することができる旨が定められる予定です。当社は、当該取得請求に係る書面が到達

した日の翌取引日から起算して 15取引日目の日（但し、本新株予約権の行使期間の満了日が先に到来す

る場合は、当該満了日）において、本第４回新株予約権１個当たり、本第４回新株予約権に係る発行価

額と同額の金銭、本第５回新株予約権１個当たり、本第５回新株予約権に係る発行価額と同額の金銭と

引換えに、当該取得請求に係る本新株予約権の全部を買取ります。なお、本新株予約権の行使期間が満

了した場合でも、当該取得請求に係る本新株予約権について当社が割当予定先に支払うべき発行価額相

当額の支払義務は、消滅又は免除されることはありません。本新株予約権発行後、当社普通株式の株価

が大幅に下落した場合、東京証券取引所における当社普通株式の平均売買出来高が大幅に減少した場合

等において、割当予定先が当社に対して本新株予約権の取得請求を行った場合には、本新株予約権の行

使による資金調達が行われないことにより、資金調達額が当社の想定額を下回る可能性があり、また、

本新株予約権の払込金額と同額の金銭の支払いが必要になることにより、本新株予約権による最終的な

資金調達額が減少する場合があります。 

⑦ 権利不行使 

本新株予約権は、割当予定先が本新株予約権の行使を行わない可能性があり、権利が行使されない場

合、資金調達額は、当社が想定した額を下回る可能性があります。 

⑧ エクイティ性証券の発行の制限 

本買取契約において、当社は、本契約締結日から、１）本新株予約権の行使期間の満了日、２）当該

満了日以前に本新株予約権の全部の行使が完了した場合には、当該行使が完了した日、３）当社が割当

予定先の保有する本新株予約権の全部を取得した日、及び４）本買取契約が解約された日のいずれか先

に到来する日までの間、当社は、割当予定先の事前の書面による同意がない限り、株式、新株予約権又

はこれらに転換し若しくはこれらを取得する権利が付与された証券を発行してはならないこととされて

いるため、資金調達方法について制約を受けることとなります。但し、①当社又は当社子会社の役員及

び従業員並びに（当社に対する金融を提供することを目的とする場合を除き）その他外部協力者等を対

象とするストック・オプション及び譲渡制限付株式を発行する場合（当該ストック・オプションの行使

により株式を発行する場合を含みます。）、及び②当社が他の事業会社との間で行う業務上の提携（既存

の提携に限らず、新規又は潜在的な提携を含みます。）の一環として又はこれに関連して当該他の事業会

社に対してこれらの証券を発行する場合（当該事業会社が金融会社若しくは貸金業者でなく、また、当

社に対する金融を提供することを主たる目的として業務上の提携を行うものでもない場合に限られま

す。）等の一定の場合を除きます。 

 

[他の資金調達方法との比較] 

当社が本資金調達を選択するに際して検討した他の資金調達方法は以下の通りです。 

１）公募増資 

株式の公募増資は、資金調達が当初から実現するものの、同時に１株当たり利益の希薄化を一度に引

き起こすため、株価に対する直接的な影響がより大きいと考え、今回の資金調達方法としては適切でな

いと判断しました。 

２）株主割当増資 

株主割当増資では、既存株主持分の希薄化は払拭されますが、調達額が割当先である既存株主参加率

に左右されることから、当社の資金需要の額に応じた資金調達が困難であるため、今回の資金調達方法

としては適切でないと判断いたしました。 

３）第三者割当による新株発行 

新株発行の場合は、発行と同時に資金を調達することができますが、一方、発行と同時に株式の希薄

化が一度に起こってしまうため、既存株主様の株式価値へ悪影響を及ぼす懸念があります。割当先が相

当程度の議決権を保有する大株主となり、当社のコーポレート・ガバナンス及び株主構成に重要な影響

を及ぼす可能性があることを踏まえ、現時点では適当な割当先が存在しないと判断いたしました。 

４）第三者割当による新株予約権付社債の発行 

新株予約権付社債の場合は、発行と同時に資金を調達でき、また株式の希薄化は一気に進行しないと
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いうメリットがあります。しかしながら、社債の株式への転換が進まなかった場合、満期時に社債を償

還する資金手当てが別途必要になります。資金手当てができなかった場合デフォルトを起こし、経営に

甚大な影響を与えるリスクがあります。また、転換又は償還が行われるまで利息負担が生じることにも

なります。 

５）新株予約権無償割当による増資（ライツ・オファリング） 

いわゆるライツ・オファリングには、金融商品取引業者と元引受契約を締結するコミットメント型ラ

イツ・オファリングと、そのような契約を締結せず、新株予約権の行使が株主の決定に委ねられるノン

コミットメント型ライツ・オファリングがありますが、コミットメント型ライツ・オファリングについ

ては、引受手数料等のコストが増大することが予想され、今回の資金調達方法として適当ではないと判

断いたしました。また、ノンコミットメント型ライツ・オファリングについては、株主割当増資と同様

に、調達額が割当先である既存株主又は市場で新株予約権を取得した者による新株予約権の行使率に左

右されることから、ライツ・オファリングにおける一般的な行使価額のディスカウント率を前提とする

と当社の資金需要の額に応じた資金調達が困難であるため、今回の資金調達手法としては適切でないと

判断いたしました。 

６）第三者割当による固定行使価額新株予約権又は行使価額修正条項付新株予約権の発行 

行使価額修正条項型の新株予約権への転換権が付与されていない固定行使価額新株予約権は、行使価

額が一定であるため、株価が行使価額を下回って推移する場合には新株予約権の行使が進まず、資金調

達そのものが困難となる可能性があります。また、このような固定行使価額新株予約権は、行使価額が

一定であるため、株価が行使価額を上回って推移する場合であっても、一定の額以上の資金調達を見込

むことはできません。したがって、行使価額修正条項型の新株予約権への転換権が付与されていない固

定行使価額新株予約権は、当社の資金需要に十分に対応できないおそれがあることから、今回の資金調

達手法としては適切でないと判断いたしました。 

また、固定行使価額新株予約権によらない行使価額修正条項付新株予約権の発行の場合には、当社業

績及び株価上昇見通しにかかわらず、常に現状の基準株価から修正された価額での資金調達となり、当

社が想定する当社業績及び株価上昇見通しに即した形での資金調達を実現することが困難であることか

ら、今回の資金調達手法としては適切でないと判断いたしました。 

７）金融機関からの借入れ 

金融機関からの借入れによる資金調達は、運転資金や設備投資等の比較的リスクの低い資金の調達に

適しているというメリットがあります。もっとも、とりわけ今回の資金使途であるＭ＆Ａや新規事業へ

の投資においては、当社の長期的成長を図ることを前提とした資本性調達が適しており、また、インカ

ムゲイン型の不動産投資においても、その投資資金を全面的に金融機関からの借入れに依存することは

適切でないと思料されることから、今回の資金調達手法として全面的に間接金融での資金調達によるこ

とは適切でないと判断いたしました。 

  

３．調達する資金の額、使途及び支出予定時期 

（１）調達する資金の額 

払込金額の総額（円） 発行諸費用の概算額（円） 差引手取概算額（円） 

1,156,387,492 37,102,000 1,119,285,492 

（注）１．払込金額の総額は、本第４回新株予約権及び本第５回新株予約権の発行価額の総額（7,987,492 円）

に、本新株予約権の行使に際して払い込むべき金額の合計額（1,148,400,000 円）を合算した金額

であります。 

 

 発行価額の総額 行使に際して払い込むべき金額の

合計額 

本第４回新株予約権 4,084,992円 518,400,000円 

本第５回新株予約権 3,902,500円 630,000,000円 

合計 7,987,492円 1,148,400,000円 

２．発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。 
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３．発行諸費用の概算額の内訳は、ストームハーバー証券株式会社への財務アドバイザリーフィー

（34,452千円）、株式会社 Stewart McLarenへの新株予約権公正価値算定費用（1,500千円）、登録

免許税（150千円）有価証券届出書作成費用その他（1,000千円）です。 

４．払込金額の総額は、全ての本新株予約権が当初行使価額で行使された場合の金額であり、行使価額

が修正又は調整された場合には、本新株予約権の払込金額の総額及び差引手取概算額は増加又は減

少する可能性があります。また、本新株予約権の行使期間内に行使が行われない場合又は当社が本

新株予約権を取得し消却した場合、又は買取った場合には、払込金額の総額及び差引手取概算額は

減少する可能性があります。 

 

（２）調達する資金の具体的な使途 

具体的な使途及び支出予定時期につきましては、以下のとおりです。 

具体的な使途 金額（百万円） 支出予定時期 

(ⅰ) 収益用不動産取得費用 700 本第４回新株予約権につき 2021年３月から 2022年３月 

本第５回新株予約権につき 2022年３月から 2023年３月 

(ⅱ) Ｍ＆Ａ関連費用 419 本第５回新株予約権につき 2022年３月から 2023年３月 

（注）１．上記の金額は本新株予約権が全て当初行使価額で行使された場合の調達金額を基礎とした金

額です。そのため、行使価額が修正又は調整された場合には、増加又は減少する可能性があ

ります。また、本新株予約権の行使期間中に行使が行われない場合及び当社が取得した本新

株予約権を消却した場合には、減少する可能性があります。 

   ２．当社は本新株予約権の払込みにより調達した資金を上記の資金使途に充当するまでの間、当

該資金は銀行預金等にて安定的な資金管理を図る予定であります。 

   ３．上記（ⅰ）は本第４回新株予約権及び本第５回新株予約権の行使による調達金額、上記（ⅱ）

は本第５回新株予約権の行使による調達金額を基礎としております。 

 

(i) 収益用不動産取得費用 

当社グループは従来からレジデンス、オフィスビル、商業ビル、ヘルスケア施設、ホテル等の用途の

違う優良な賃貸用不動産を取得・保有し、バランスの取れた賃貸用不動産ポートフォリオを構築するこ

とにより、継続的に安定した賃料収入を獲得してまいりました。今後もリスクを回避しながら収益を獲

得していくためには、堅調な収益の見込める賃貸用不動産の開発及び取得規模の拡大を図っていくとと

もに、さらには資産の入れ替えを行っていくことも検討しております。当社の 2021 年～2023 年中期経

営計画（2021年２月15日開示）においても、賃貸用不動産について「毎年10億円を上積みし、資産残

高 100億円超を目指す」という目標を掲げており、本資金使途はその取組みの一環となります。 

当社においては日常的に多数の物件情報を入手しており、本新株予約権の権利行使の進捗に合わせて、

候補物件を絞り込み、具体的な取得手続きを進めてまいります。物件の取得に際しては、自己資金と当

該取得物件を担保とした金融機関からの借入れを組み合わせて資金手当てを行う方針であります。資金

の多くは金融機関からの借入れに依存する予定ですが、取得総額の 10～20％程度は自己資金で賄う必

要があるため、本新株予約権の権利行使による調達資金を物件取得の自己資金として充当する予定です。 

なお、現時点において既に取得することが確定している物件はありませんが、複数の物件につき検討

又は交渉を順次進めており、今後、当社の中長期的成長にとって有益な物件を取得する機会を逸するこ

となく、かつ交渉を有利に進める観点からも、予め一定の資金を確保する手立てを講じておくことは必

要不可欠であると考えております。 

(ⅱ) Ｍ＆Ａ関連費用 

当社グループは、新たな収益機会の獲得を目指すうえで、事業拡大及び新規事業の創出を目的とした

積極的なＭ＆Ａによる戦略的投資を推進し、持続的成長及び中長期的な企業価値向上を図りたいと考え

ております。 

特に、当社グループのコア事業である不動産開発事業や不動産賃貸事業の拡大・拡充を目的とした同

業種への投資を進めるほか、グループとしての事業エリア拡大のために設備関連やセキュリティ、メン
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テナンスなど不動産関連業種への投資を積極的に検討しております。 

当社においては日常的に多数の案件情報を入手しており、当社グループと高いシナジー効果が得られ

る企業を幅広く検討対象としております。そのような成長機会を確実に捉えるためには予め一定の資金

を確保しておく必要があると考えており、本新株予約権の権利行使による調達資金をＭ＆Ａ案件の自己

資金として充当する予定です。 

なお、上記(i)と同様に、現時点において既に確定しているＭ＆Ａ案件はありませんが、複数の案件

につき検討又は交渉を順次進めており、今後、当社の中長期的成長にとって有益な案件に投資する機会

を逸することなく、かつ交渉を有利に進める観点からも、予め一定の資金を確保する手立てを講じてお

くことは必要不可欠であると考えております。 

仮に支出予定期間内に具体的な案件が実行に至らなかった場合においても、事業拡大及び新規事業の

創出を目的とした積極的なＭ＆Ａによる戦略的投資については検討を継続し、資金使途が変更される予

定はございません。但し、資金調達額や調達時期につきましては本新株予約権の行使状況により影響を

受ける可能性があるという観点からは資金使途について変更する可能性があります。当該変更を行う場

合には速やかに開示いたします。 

 

なお、本新株予約権の行使による払込みの有無と権利行使の時期は新株予約権者の判断に依存し、また株価

が長期的に行使価額を下回る状況等では権利行使がされず、本新株予約権の行使価額は修正又は調整される可

能性があるため、現時点において調達できる資金の額及び時期は確定したものではなく、現時点において想定

している調達資金の額及び支出予定時期に差異が発生する可能性があります。また、本新株予約権が行使され

ずに調達資金が不足した場合は、手元資金又は金融機関からの資金調達等、他の方法により資金調達を行うこ

とで不足分を補完する予定です。本新株予約権の行使により調達した資金は、上記表中に記載の通りの優先順

位で順次充当いたします。 

 

４．資金使途の合理性に関する考え方 

 今回の資金調達が予定どおり実現されれば、上記「２．募集の目的及び理由（１）募集の目的」、「３．調達

する資金の額、使途及び支出予定時期（２）調達する資金の具体的な使途」に記載した各取組みに必要な資金

を獲得できると考えております。この資金を有効に活用することによって、当社の成長戦略を実行し企業価値

の向上を実現することは、既存株主の利益にもつながるため、当該資金の使途は一定の合理性を有していると

判断しております。 

 

５．発行条件等の合理性 

（１）払込金額の算定根拠及びその具体的内容 

本新株予約権の発行価額は、第三者算定機関である株式会社 Stewart McLaren（所在地：東京都港区東麻

布一丁目 15番６号、代表取締役：小幡治）に算定を依頼しました。 

当該算定機関は、価格算定に使用する価格算定手法の決定に当たって、境界条件から解析的に解を求め

るブラック・ショールズ方程式や格子モデルといった他の価格算定手法との比較及び検討を実施したうえで、

一定株数及び一定期間の制約の中で段階的な権利行使がなされること、並びに本新株予約権の発行要項及び

割当先との間で締結する予定の本買取契約に定められたその他の諸条件を適切に算定結果に反映できる価格

算定手法として、一般的な価格算定手法のうち汎用ブラック・ショールズ方程式を基礎とした数値計算手法

（モンテカルロ法）を用いて本新株予約権の評価を実施しています。 

汎用ブラック・ショールズ方程式を基礎とした数値計算手法（モンテカルロ法を含む）は、新株予約

権の原資産である株式の価格が汎用ブラック・ショールズ方程式で定義されている確率過程で変動する

と仮定し、その確率過程に含まれる標準正規乱数を繰り返し発生させて将来の株式の価格経路を任意の

試行回数分得ることで、それぞれの経路上での新株予約権権利行使から発生するペイオフ（金額と時期）

の現在価値を求め、これらの平均値から理論的な公正価値を得る手法です。 

当該算定機関は、本新株予約権の諸条件、新株予約権の発行決議に先立つ算定基準日である 2021 年３

月４日における当社普通株式の株価 1,195 円/株、当社普通株式の価格の変動率（ボラティリティ）



12 

 

49.07％（2020 年７月１日から 2021 年３月４日の日次株価を利用）、満期までの期間２年、配当利率

3.60％、安全資産利子率-0.12％（２年間）、当社の行動、割当予定先の行動を考慮して、一般的な価格

算定モデルである汎用ブラック・ショールズ方程式を基礎とした数値計算手法を用いて、本新株予約権

の評価を実施しました。 

なお、当社に付された取得条項は、発行要項上いつでも行使することが可能な権利とされております

が、当社は、株価が一定程度上昇した場合、残存する本新株予約権を全部取得するものと想定しており、

当該評価においてはその水準を発行決議時株価の 200％以上となった場合と設定しております。当社に付

された権利行使禁止期間設定条項につきましては、権利行使禁止の解除発動予測が困難であるとの理由

により、本算定の前提条件からは除外されております。 

また、割当予定先の行動は、当社株価が権利行使価格を上回っている場合に随時権利行使を行い、取

得した株式を１日当たりの平均売買出来高の約 10％で売却することと仮定しております。本新株予約権

の割当日以降、金融商品取引所における当社普通株式の普通取引の終値が、20 取引日連続して、当該各

取引日における行使価額の 200％を超えた場合、当社は、当社取締役会が別途定める日（取得日）の２週

間前までに割当予定先に対する通知を行うことにより、当該取得日において本新株予約権１個につき発

行価額で、当該取得日に残存する本新株予約権の全部又は一部を取得することができると想定しており、

当社は基本的に割当予定先による権利行使を待つものとしています。また、当社に付された取得条項は、

発行要項上いつでも行使することが可能な権利とされております。 

当社は、株価が一定程度上昇した場合、残存する本新株予約権を全部取得するものと想定しており、

当該評価においてはその水準を発行決議時株価の 200％以上となった場合と設定しております。発行要項

上取得条項は任意コール（ソフトコール）であり、同条項が発動される具体的な株価水準は定められて

いません。通常任意コールの発動は取得者の収益が正の値を取る場合に行われるため、この発動水準を

行使価額の 100％と設定する場合もあります。しかし、本新株予約権の算定においてはこの発動水準を保

守的に設定し、本新株予約権の割当日以降、金融商品取引所における当社普通株式の普通取引の終値が、

20取引日連続して、当該各取引日における行使価額の 200％を超えた場合、当社は、当社取締役会が別途

定める日（取得日）の２週間前までに割当予定先に対する通知を行うことにより、当該取得日において

本新株予約権１個につき当該本新株予約権に係る発行価額と同額で、当該取得日に残存する本新株予約

権の全部又は一部を取得することができると想定しております。発動水準を 200％と設定した理由は、当

社がより有利な代替資金調達手法を確保することという既存株主の保護の観点を加味し、代替資金調達

コストを CAPM と調達金利から 10％程度と見積もり、取得条項を発動する株価水準は、行使価額に代替資

金調達コストを加えた水準をさらに保守的に設定しました。これは、株価が当該水準を超えた場合、本

新株予約権による資金調達よりも代替の資金調達の方が、調達コストが安価となり、企業が株主価値の

最大化のため取得条項を発動することが合理的と考えられるためです。 

また、本新株予約権の割当日以降、金融商品取引所における当社普通株式の普通取引の終値が 20 取引

日連続して、当該各取引日における行使価額の 100％を下回った場合、当社は、行使価額の修正を決定し、

それ以降の行使価額は、各修正日の前取引日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値

の 90％に相当する金額に修正され、下限行使価額は 1,195円/株であるものと想定しております。 

これらの算定方法により、当該算定機関の算定結果として、本第４回新株予約権の１個当たりの払込

金額は 1,182 円となりました。また、本第４回新株予約権の行使価額は、当初、1,500 円としました。次

に、本第５回新株予約権の１個当たりの払込金額は 1,115円となりました。また、本第５回新株予約権の

行使価額は、当初、1,800 円としました。なお、当初行使価額については、当社の株価、事業、財政状態

及び経営成績についての割当予定先であるマッコーリー・バンク・リミテッドの見通しを示すものでは

ありません。本新株予約権の行使価額の修正に係るディスカウント率は、当社普通株式の株価動向等を

勘案した上で、割当予定先との間での協議を経て、10％としました。 

本新株予約権の払込金額の決定に当たっては、当該算定機関が公正な評価額に影響を及ぼす可能性の

ある事象を前提として考慮し、新株予約権の評価額の算定手法として一般的に用いられている汎用ブ

ラック・ショールズ方程式を用いて公正価値を算定していることから、当該算定機関の算定結果は合理

的な公正価格であると考えられるところ、払込金額が算定結果である評価額を参考に、当該評価額を下
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回らない範囲で、割当予定先との間での協議を経て決定されているため、本新株予約権の払込金額は、

有利発行には該当せず、適正かつ妥当な価額であると判断いたしました。 

さらに、当社監査役３名全員（うち会社法上の社外監査役２名）から、発行価額が割当予定先に特に

有利でないことに関し、上記算定根拠に照らして検討した結果、有利発行に該当せず適法である旨の見

解を得ております。 

 

（２）発行数量及び株式の希薄化の規模が合理的であると判断した根拠 

本新株予約権の目的である株式の総数は、本第４回新株予約権 345,600 株及び本第５回新株予約権

350,000 株であり、本新株予約権が全て行使された場合に交付される株式数は 695,600 株（議決権数 6,956 

個）であります。さらに、2020年12月31日現在の当社発行済株式総数5,274,919株（自己株式及び単元未

満株式を除く当社普通株式に係る議決権数 52,739 個）を分母とする希薄化率は 13.19％（自己株式及び単

元未満株式を除く当社普通株式に係る議決権の総数に対する割合は 13.19％。小数第３位四捨五入）の希薄

化をもたらすこととなります。 

しかしながら、前述のとおり今回の資金調達における資金使途は収益用不動産取得費用及びＭ＆Ａ関連

費用であり、今回の新株予約権の募集による資金調達を成功させ、前述の資金使途に充当することで、当社

事業の収益力の向上を図ることが可能となります。従いまして、当社といたしましては、今回の第三者割当

による新株予約権の募集は、当社の企業価値及び株式価値の向上を図るためには必要不可欠な規模及び数量

であると考えております。なお、将来何らかの事由により資金調達の必要性が薄れた場合、又は本新株予約

権より有利な資金調達方法が利用可能となった場合には、当社の判断により、残存する新株予約権を取得で

きる条項を付すことで、必要以上の希薄化が進行しないように配慮しております。 

また、本新株予約権が全て行使された場合に交付される当社の普通株式数 695,600 株に対し、2021 年３

月４日から起算した当社株式の過去６か月間における１日あたりの平均売買出来高は 38,497 株、過去３か

月間における１日あたりの平均売買出来高は 53,180 株、過去１か月間における１日あたりの平均売買出来

高は 106,789株となっております。従いまして、市場で売却することによる流通市場への影響は、行使期間

である２年間（年間取引日数：246 日/年営業日で計算）で行使して希薄化規模が最大となった場合、１日

あたりの売却数量は 1,413 株であり、上記過去６か月間における１日あたりの平均売買出来高の 3.67％に

とどまることから、当社株式は、本新株予約権の目的である株式の総数を勘案しても一定の流動性を有して

おり、本新株予約権の行使により交付された当社株式の売却は、当社株式の流動性によって十分に吸収可能

であると判断しております。 

 

６．割当予定先の選定理由等 

（１）割当予定先の概要 

① 名 称 マッコーリー・バンク・リミテッド（Macquarie Bank Limited） 

② 所 在 地 Level ６, 50 Martin Place, Sydney NSW 2000, Australia 

③ 
代表者の役職・氏名 

会長 P.H.ワーン（P.H.Warne） 

CEO M.J.リームスト（M.J.Reemst） 

④ 事 業 内 容 商業銀行 

⑤ 資 本 金 8,899百万豪ドル（588,135百万円/2020年３月 31日現在） 

⑥ 設 立 年 月 日 1983年４月 26日 

⑦ 発 行 済 株 式 数 普通株式 634,361,966株（2020年３月 31日現在） 

⑧ 決 算 期 ３月 31日 

⑨ 従 業 員 数 15,849人（マッコーリー・グループ）（2020年３月 31日現在） 

⑩ 主 要 取 引 先 個人及び法人 

⑪ 主 要 取 引 銀 行 ― 

⑫ 大株主及び持株比率 Macquarie B.H.Pty Ltd, 100％ 
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⑬ 当 事 会 社 間 の 関 係  

 

資 本 関 係 

当社と当該会社との間には、記載すべき資本関係はありません。ま

た、当社の関係者及び関係会社と当該会社の関係者及び関係会社との

間には、特筆すべき資本関係はありません。 

 

人 的 関 係 

当社と当該会社との間には、記載すべき人的関係はありません。ま

た、当社の関係者及び関係会社と当該会社の関係者及び関係会社との

間には、特筆すべき人的関係はありません。 

 

取 引 関 係 

当社と当該会社との間には、記載すべき取引関係はありません。ま

た、当社の関係者及び関係会社と当該会社の関係者及び関係会社との

間には、特筆すべき取引関係はありません。 

 関 連 当 事 者 へ の 

該 当 状 況 

当該会社は、当社の関連当事者には該当しません。また、当該会社の

関係者及び関係会社は、当社の関連当事者には該当しません。 

⑭ 最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 2018年 3月期 2019年 3月期 2020年 3月期 

連結純資産 1,069,991百万円 883,914百万円 940,262百万円 

連結総資産 14,144,982百万円 12,896,881百万円 14,945,328百万円 

１株当たり連結純資産 1,815.77円 1,500.00円 1,482.22円 

連結純収益 503,271百万円 464,841百万円 407,907百万円 

連結営業利益 175,814百万円 116,309百万円 125,241百万円 

連結当期純利益 129,268百万円 160,504百万円 97,351百万円 

１株当たり連結当期純利益 219.37円 272.38円 164.89円 

１株当たり配当金 167.68円 233.27円 0.00円 

（注）上記の「最近３年間の経営成績及び財政状態」に記載の金額は、便宜上、2018 年３月期は、2018 年３

月31日現在の外国為替相場の仲値である１豪ドル＝81.66円、2019年３月期は、2019年３月31日現在の外国

為替相場の仲値である１豪ドル＝78.64円、2020年３月期は、2020 年３月 31 日現在の外国為替相場の仲値で

ある１豪ドル＝66.09円に換算し記載しております。なお、2018年４月１日より、豪州会計基準（AASB）第９

号「金融商品（Financial Instruments）」及び第 15 号「顧客との契約から生じる収益（Revenue from 

contracts with customers）」を適用しておりますが、上記の過年度の数は修正再表示しておりません。 

 

（２）割当予定先を選定した理由 

当社は、間接金融からの調達のみならず、直接金融からの調達も含め、資金調達方法を模索してまいりまし

た。そのような中で、当社は、特定株主から当社株式について売却の意向がある旨の申出を受けたため、当該

特定株主からの自己株式取得の検討を進めており、取得後の自己株式の適切な活用について、以前より不動産

取引（主に当社保有不動産の売却先の紹介）や資本政策等に関して情報提供ないし助言を頂いていたストーム

ハーバー証券株式会社（所在地：東京都港区赤坂一丁目 12番 32号・代表取締役社長：渡邉佳史）に相談した

ところ、2020年 10月頃、ストームハーバー証券株式会社より自己株式を活用した資金調達スキームの提案を

受け、検討を進めておりました。その後、当社は、ストームハーバー証券株式会社より、割当予定先の紹介を

受けました。当社は、ストームハーバー証券株式会社及び割当予定先から提案を受けた資金調達スキームが当

社の資金調達ニーズを満たすものであったこと、割当予定先は株式会社ラ・アトレ（持株会社体制への移行に

より株式会社ラ・アトレは 2020年６月に上場廃止となり、現在は当社が親会社となっております。）が 2017

年６月 12日付で発行した第６回新株予約権の割当先として割当てを受けた新株予約権の全部を行使した実績

があること、割当予定先のこれまでのグローバルな活動及び実績や保有方針等を総合的に勘案し、その結果、

本新株予約権の第三者割当の割当予定先として適切であると判断いたしました。 

 

（３）割当予定先の保有方針及び行使制限措置 

当社と割当予定先の担当者との協議において、割当予定先が第三者割当で取得する本新株予約権の行使によ
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り取得する当社株式について、適宜判断の上、比較的短期間で売却を目標とするものの、運用に際しては市場

への影響を常に留意する方針であることを口頭にて確認しております。また、独占禁止法第 11 条にて、銀行

業を営む会社は、原則として一度に他の事業会社（保険会社を除きます。）の発行済株式数の５％を超えて保

有することはできない旨定められておりますので、割当予定先は、原則として一度に当社発行済株式の５％を

超えて保有することはできず、よって、原則として割当予定先が一度の行使請求によって当社発行済株式の

５％を超える株式を取得することもありません。   

なお、本新株予約権について、当社と割当予定先との間で、金融商品取引法に基づく届出の効力発生後、本

買取契約を締結する予定です。 

また、本買取契約において、当社と割当予定先は、本新株予約権について、その行使価額が修正されること

となった場合、東京証券取引所の定める有価証券上場規程第 434条第１項、同規程施行規則第 436条第１項及

び第４項の定め、並びに日本証券業協会の定める「第三者割当増資等の取扱いに関する規則」第 13 条の定め

に基づき、原則として、単一暦月中に割当予定先が本新株予約権を行使することにより取得される株式数が、

本新株予約権の払込日時点における上場株式数の 10％を超える部分に係る行使（以下、「制限超過行使」とい

います。）を制限するよう措置を講じる予定です。 

具体的には、以下の内容を本買取契約で締結する予定です。①割当予定先が制限超過行使を行わないこと、

②割当予定先が本新株予約権を行使する場合、あらかじめ、当社に対し、本新株予約権の行使が制限超過行

使に該当しないかについて確認を行うこと、③割当予定先が本新株予約権を転売する場合には、あらかじめ、

転売先となる者に対し、当社との間で前記①及び②に定める事項と同様の内容を約させること、④割当予定

先は、転売先となる者がさらに第三者に転売する場合も、あらかじめ当該第三者に対し当社との間で前記①

及び②に定める事項と同様の内容を約させること、⑤当社は割当予定先による制限超過行使を行わせないこ

と、⑥当社は、割当予定先からの転売先となる者（転売先となる者から転売を受ける第三者を含む。）との間

で、当社と割当予定先が合意する制限超過行使の制限と同様の合意を行うこと等の内容について、本買取契

約により合意する予定です。 

 

（４）割当予定先の払込みに要する財産の存在について確認した内容 

当社は割当予定先の 2020 年３月期のアニュアルレポート（豪州の 2001年会社法（英語：Corporation Act 

2001）に基づく資料であり、2020年３月31日現在の割当予定先単体の現金及び現金同等物が26,192百万豪ド

ル（円換算額：1,731,029百万円）、参照為替レート：66.09円（株式会社三菱 UFJ銀行 2020年３月 31日時

点仲値））を確認しており、また、割当予定先からのヒアリングにより、本日現在においてこれらの財産の確

保状況に支障が生じる事由は生じていないことを確認しております。従って、本新株予約権の払込みに要する

資金（約 8百万円）及び本新株予約権の行使に要する資金（約 1,148百万円）の財産の存在について確実なも

のと判断しております。 

 

（５）株券貸借に関する契約 

 割当予定先と当社及び当社役員との間において、本新株予約権の行使により取得する当社普通株式に関連し

て株券貸借に関する契約を締結しておらず、またその予定もありません。 

 

（６）割当予定先の実態等 

割当予定先であるマッコーリー・バンク・リミテッドは、マッコーリー・ビーエイチ・ビーティ・リミテッド

の 100％子会社であり、マッコーリー・ビーエイチ・ビーティ・リミテッドは、オーストラリア証券取引所 

(ASX） に上場し、オーストラリアの銀行規制機関であるオーストラリア健全性規制庁 APRA（Australian 

Prudential Regulation Authority）の監督及び規制を受けておりますマッコーリー・グループ・リミテッド

の 100％子会社であります。また、マッコーリー・グループは、金融行為規制機構（Financial Conduct 

Authority）及び健全性監督機構（Prudential Regulation Authority）の規制を受ける英国の銀行であるマッ

コーリー・バンク・インターナショナルも傘下においております。日本においては、割当予定先の関連会社で

あるマッコーリーキャピタル証券会社が第一種金融商品取引業の登録を受け、金融庁の監督及び規制を受けて

おります。以上のような、割当予定先の属するグループが諸外国の監督及び規制のもとにある事実について、
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当社は割当予定先の担当者との面談によるヒアリング及び APRA ホームページ、割当予定先のアニュアルレ

ポート等で確認しております。また、割当予定先、当該割当予定先の役員及び主要株主が反社会勢力とは一切

関係がないことについて、割当予定先からその旨を証する書面を受領し確認しております。以上から、割当予

定先並びにその役員及び主要株主が反社会勢力とは関係ないものと判断しており、その旨の確認書を東京証券

取引所に提出しております。 

 

７．第三者割当後の大株主及び持株比率 

割当前（2020年 12月 31日現在） 

合同会社城山 21世紀投資 10.72％ 

サマーバンク合同会社 8.89％ 

サマーリバー合同会社 6.09％ 

築地株式会社 4.81％ 

脇田栄一 3.08％ 

昭栄電気工具株式会社 3.06％ 

鈴木良一 2.43％ 

武藤伸司 2.22％ 

細川治城 2.18％ 

笠原朗 2.07％ 

（注）１．割当前の持株比率は 2020 年 12 月 31 日現在の株主名簿上の株式数によって算出しており、小数点

第３位を四捨五入して算出しております。 

２．割当予定先が本新株予約権を行使した場合、当社が保有する自己株式を充当する予定です。 

３．割当予定先による長期保有は見込んでおりませんので、割当後の状況は記載しておりません。 

 

８．今後の見通し 

本第三者割当は当社の自己資本及び手元資金の拡充に寄与することが考えられますが、当期の業績に与える

影響はありません。なお、開示すべき事項が発生した場合には速やかに開示いたします。 

 

９．企業行動規範上の手続きに関する事項 

本第三者割当は、希薄化率が 25％未満であること、支配株主の異動を伴うものではないこと、新株予約権

が全て行使された場合であっても支配株主の異動が見込まれるものではないことから、東京証券取引所の定め

る上場規程第 432条に定める独立第三者からの意見入手及び株主の意思確認手続きは要しません。 

 

10．最近３年間の業績及びエクイティ・ファイナンスの状況 

（１）最近３年間の業績 

 2020年 12月期 

売 上 高 13,757,440千円 

営 業 利 益 1,134,118千円 

経 常 利 益 988,594千円 

当 期 純 利 益 656,201千円 

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 123.45円 

１ 株 当 た り 配 当 金 43.00円 

１ 株 当 た り 純 資 産 931.73円 

（注）当社は、2020年７月１日付で設立されたため、2020年 12月期のみの連結財務諸表の数値を記載してお

ります。 
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（２）現時点における発行済株式数及び潜在株式数の状況（2021年３月５日現在） 

 株 式 数 発行済株式数に対する比率 

発行済株式数 普通株式 5,274,919株 100.00％ 

現時点の行使価額における潜在株式数 223,200株 4.23％ 

下限値の行使価額における潜在株式数  ― ― 

上限値の行使価額における潜在株式数 ― ― 

（注）上記潜在株式数は、第１回新株予約権、第２回新株予約権及び第３回新株予約権に係る潜在株式数です。 

 

（３）最近の株価の状況 

① 最近３年間の状況 

 2018年 12月期 2019年 12月期 2020年 12月期 

始  値  ― ― 750円 

高  値 ― ― 927円 

安  値  ― ― 620円 

終  値 ― ― 844円 

（注）当社は、2020年７月１日付で設立されたため、それ以前の株価については、該当事項はありません。 

 

② 最近６か月間の状況 

 
2020年 

10月 
11月 12月 

2021年 

１月 
２月 ３月 

始  値 723円 761円 800円 845円 799円 1,284円 

高  値 927円 875円 927円 845円 1,329円 1,323円 

安  値 715円 753円 780円 770円 795円 1,174円 

終  値 770円 798円 844円 798円 1,284円 1,195円 

（注）2021年３月の株価については、2021年３月４日現在で表示しております。 

 

 

③ 発行決議日前営業日における株価 

 2021年３月４日現在 

始  値 1,241円 

高  値 1,241円 

安  値 1,174円 

終  値 1,195円 

 

（４）最近３年間のエクイティ・ファイナンスの状況 

該当事項はありません。 

 

11．発行要項 

 別紙記載のとおり 
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（別紙１） 

株式会社 LAホールディングス第４回新株予約権 

発行要項 

1．本新株予約権の名称 

株式会社 LAホールディングス第４回新株予約権（以下「本新株予約権」という｡） 

2．申込期間 

2021年３月 22日 

3．割当日 

2021年３月 22日 

4．払込期日 

2021年３月 22日 

5．募集の方法 

第三者割当の方法により、全ての本新株予約権をマッコーリー・バンク・リミテッドに割り当てる。 

6．本新株予約権の目的である株式の種類及び数 

(1)本新株予約権の目的である株式の種類及び総数は、当社普通株式 345,600 株（本新株予約権 1 個当たりの

目的である株式の数（以下「割当株式数」という｡）は100株）とする。但し、下記第(2)号乃至第(5)号に

より割当株式数が調整される場合には、本新株予約権の目的である株式の総数は調整後割当株式数に応じ

て調整される。 

(2)当社が当社普通株式の分割、無償割当て又は併合（以下「株式分割等」と総称する。）を行う場合には、

割当株式数は次の算式により調整される。但し、調整の結果生じる 1株未満の端数は切り捨てる。 

調整後割当株式数＝調整前割当株式数×株式分割等の比率 

(3)当社が第 11 項の規定に従って行使価額（以下に定義する｡）の調整を行う場合（但し、株式分割等を原因

とする場合を除く。）には、割当株式数は次の算式により調整される。但し、調整の結果生じる 1株未満の

端数は切り捨てる。なお、かかる算式における調整前行使価額及び調整後行使価額は、第 11項に定める調

整前行使価額及び調整後行使価額とする。 

調整後割当株式数 ＝ 
調整前割当株式数 × 調整前行使価額 

調整後行使価額 

 

(4)本項に基づく調整において、調整後割当株式数の適用開始日は、当該調整事由に係る第 11 項第(2)号及び

第(5)号による行使価額の調整に関し、各号に定める調整後行使価額を適用する日と同日とする。 

(5)割当株式数の調整を行うときは、当社は、調整後割当株式数の適用開始日の前日までに、本新株予約権に

係る新株予約権者（以下「本新株予約権者」という。）に対し、かかる調整を行う旨及びその事由、調整

前割当株式数、調整後割当株式数並びにその適用開始日その他必要な事項を書面で通知する。但し、第 11

項第(2)号⑤に定める場合その他適用開始日の前日までに上記通知を行うことができない場合には、適用開

始日以降速やかにこれを行う。 

7．本新株予約権の総数 

3,456個 
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8．各本新株予約権の払込金額 

新株予約権 1個当たり金 1,182円 

9．本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又は算定方法 

(1)各本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は、行使価額に割当株式数を乗じた

額とする。 

(2)本新株予約権の行使に際して出資される当社普通株式 1株当たりの金銭の額（以下「行使価額」という｡）

は、当初 1,500円とする。但し、行使価額は第 10項に定める修正及び第 11項に定める調整を受ける。 

10．行使価額の修正 

(1)当社は、当社取締役会の決議により行使価額の修正を決定することができ、かかる決定がなされた場合、

行使価額は本項に基づき修正される。本項に基づき行使価額の修正を決議した場合、当社は直ちにその旨

を本新株予約権者に通知するものとし、当該通知が行われた日（同日を含む。）から起算して 10 取引日

（以下に定義する。）目の日又は別途当該決議で定めた 10取引日目の日より短い日以降第 12項に定める期

間の満了日まで、本第 10項第(2)号を条件に、行使価額は、各修正日（以下に定義する。）の前取引日（以

下に定義する。）の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（同日に終値がない場合には、

その直前の終値）の90%に相当する金額（円位未満小数第3位まで算出し、小数第3位の端数を切り上げた

金額）に修正される。 

「取引日」とは、東京証券取引所において売買立会が行われる日をいう。但し、東京証券取引所におい

て当社普通株式に関して何らかの種類の取引停止処分又は取引制限（一時的な取引制限も含む。）があった

場合には、当該日は「取引日」にあたらないものとする。 

「修正日」とは、各行使価額の修正につき、第 16 項第(1)号に定める本新株予約権の各行使請求に係る

通知を当社が受領した日をいう。 

(2)行使価額は 1,195 円（但し、第 11 項の規定に準じて調整を受ける。）（以下「下限行使価額」という。）を

下回らないものとする。本項第(1)号に基づく計算によると修正後の行使価額が下限行使価額を下回ること

となる場合、行使価額は下限行使価額とする。 

11．行使価額の調整 

(1)当社は、本新株予約権の発行後、下記第(2)号に掲げる各事由により当社の発行済普通株式の総数に変更が

生じる場合又は変更が生じる可能性がある場合には、類似する別途の調整方法に従うとの本新株予約権者

と別途の合意がない限り、次に定める算式（以下「行使価額調整式」という｡）をもって行使価額を調整

する。 

 

 

調整後 

行使価額 

 

＝ 

 

 

調整前 

行使価額 

 

× 

既発行

株

式

数 

＋ 

新発行・ 

処分株式数 
× 

1株当たりの

払込金額 

1株当たりの時価 

既発行株式数 ＋ 新発行・処分株式数 

 

(2)行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及び調整後行使価額の適用時期については、次に定める

ところによる。 

①下記第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに発行し、又は当社の保有す

る当社普通株式を処分する場合（無償割当てによる場合を含む｡）（但し、当社の役員及び従業員並びに

当社子会社の役員及び従業員を対象とする譲渡制限付株式報酬として株式を発行又は処分する場合、新

株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む｡）の行使、取得請求権付株式又は取得条項付株式
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の取得、その他当社普通株式の交付を請求できる権利の行使によって当社普通株式を交付する場合、及

び会社分割、株式交換又は合併により当社普通株式を交付する場合を除く｡） 

調整後行使価額は、払込期日（募集に際して払込期間を定めた場合はその最終日とし、無償割当ての

場合はその効力発生日とする｡）以降、又はかかる発行若しくは処分につき株主に割当てを受ける権利を

与えるための基準日がある場合はその日の翌日以降これを適用する。 

②株式の分割により普通株式を発行する場合 

調整後行使価額は、株式の分割のための基準日の翌日以降これを適用する。なお、行使価額調整式で

使用する新発行・処分株式数は、株式の分割により増加する当社の普通株式数をいうものとする｡ 

③下記第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を交付する定めのある取得請求権付

株式又は下記第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式の交付を請求できる新株

予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む｡）を発行又は付与する場合（但し、当社の役員及び

従業員並びに当社子会社の役員及び従業員を対象とするストック・オプションを発行する場合を除く。） 

調整後行使価額は、取得請求権付株式の全部に係る取得請求権又は新株予約権の全部が当初の条件で

行使されたものとみなして行使価額調整式を適用して算出するものとし、払込期日（新株予約権の場合

は割当日）以降又は（無償割当ての場合は）効力発生日以降これを適用する。但し、株主に割当てを受

ける権利を与えるための基準日がある場合には、その日の翌日以降これを適用する。 

④当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む｡）

の取得と引換えに下記第(4)号②に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式を交付する場合 

調整後行使価額は、取得日の翌日以降これを適用する。 

上記にかかわらず、当該取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付されたも

のを含む｡）に関して、当該調整前に本号③による行使価額の調整が行われている場合には、調整後行使

価額は、当該調整を考慮して算出するものとする。 

⑤本号①乃至③の場合において、基準日が設定され、かつ、効力の発生が当該基準日以降の株主総会、取

締役会その他当社の機関の承認を条件としているときには、本号①乃至③にかかわらず、調整後行使価

額は、当該承認があった日の翌日以降これを適用する。この場合において、当該基準日の翌日から当該

承認があった日までに本新株予約権の行使請求をした本新株予約権者に対しては、次の算出方法により、

当社普通株式を追加的に交付する。 

株式数 ＝ 

調整前 

行使価額 
－ 

調整後 

行使価額 
× 

調整前行使価額により 

当該期間内に交付された株式数 

調整後行使価額 

この場合、1株未満の端数を生じたときはこれを切り捨てるものとする。 

(3)行使価額調整式により算出された調整後行使価額と調整前行使価額との差額が 1 円未満にとどまる場合は、

行使価額の調整は行わない。但し、その後行使価額の調整を必要とする事由が発生し、行使価額を調整す

る場合には、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて調整前行使価額からこの差額を差し引いた額を

使用する。 

(4)①行使価額調整式の計算については、円位未満小数第 2位まで算出し、小数第 2位を四捨五入する。 

②行使価額調整式で使用する時価は、調整後行使価額が初めて適用される日（但し、本項第(2)号⑤の場合

は基準日）に先立つ 45 取引日目に始まる 30 連続取引日の東京証券取引所における当社普通株式の普通

取引の終値の平均値（終値のない日数を除く｡）とする。この場合、平均値の計算は、円位未満小数第 2

位まで算出し、小数第 2位を四捨五入する。 

③行使価額調整式で使用する既発行株式数は、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場
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合はその日、また、かかる基準日がない場合は、調整後行使価額を初めて適用する日の 1 ヶ月前の日に

おける当社の発行済普通株式の総数から、当該日において当社の保有する当社普通株式を控除した数と

する。また、上記第(2)号②の場合には、行使価額調整式で使用する新発行・処分株式数は、基準日に

おいて当社が有する当社普通株式に割り当てられる当社の普通株式数を含まないものとする｡ 

(5)上記第(2)号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、本新株予約権者

と協議のうえ、その承認を得て、必要な行使価額の調整を行う。 

①株式の併合、会社分割、株式交換又は合併のために行使価額の調整を必要とするとき。 

②その他当社の普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により行使価額の調整を必要とす

るとき。 

③行使価額を調整すべき複数の事由が相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の行使価額の算出にあ

たり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。 

(6)行使価額の調整を行うとき（下限行使価額が調整されるときを含む。）は、当社は、調整後行使価額の適用

開始日の前日までに、本新株予約権者に対し、かかる調整を行う旨及びその事由、調整前行使価額、調整

後行使価額（調整後の下限行使価額を含む。）並びにその適用開始日その他必要な事項を書面で通知する。

但し、上記第(2)号⑤に定める場合その他適用開始日の前日までに上記通知を行うことができない場合には、

適用開始日以降速やかにこれを行う。 

12．本新株予約権を行使することができる期間 

2021年３月 23日から 2023年３月 22日までとする。 

13．その他の本新株予約権の行使の条件 

 各本新株予約権の一部行使はできない。 

14．本新株予約権の取得 

(1)当社は、本新株予約権の取得が必要と当社取締役会が決議した場合は、本新株予約権の払込期日の翌日以

降、会社法第 273条及び第 274条の規定に従って 15取引日前までに通知をしたうえで、当社取締役会で定

める取得日に、本新株予約権 1個当たりその払込金額と同額で、本新株予約権者（当社を除く。）の保有す

る本新株予約権の全部又は一部を取得することができる。一部取得をする場合には、抽選その他の合理的

な方法により行うものとする。本要項の他のいかなる規定にもかかわらず、当社による本新株予約権者に

対する本新株予約権の取得の通知は、かかる取得に関して本新株予約権者が取得したいかなる情報も、金

融商品取引法第 166 条第 2 項に定める未公表の重要事実を構成しないよう、当社が当該取得について開示

をしない限り効力を有しないものとする。 

(2)当社は、当社が合併（合併により当社が消滅する場合に限る。）をする場合、株式交換若しくは株式移転に

より他の会社の完全子会社となることにつき株主総会で承認決議した場合又は東京証券取引所において当

社の普通株式の上場廃止が決定された場合、会社法第 273条の規定に従って 15取引日前までに通知をした

うえで、当社取締役会で定める取得日に、本新株予約権 1 個当たりその払込金額と同額で、本新株予約権

者（当社を除く｡）の保有する本新株予約権の全部を取得する。本要項の他のいかなる規定にもかかわらず、

当社による本新株予約権者に対する本新株予約権の取得の通知は、かかる取得に関して本新株予約権者が

取得したいかなる情報も、金融商品取引法第 166 条第 2 項に定める未公表の重要事実を構成しないよう、

当社が当該取得について開示をしない限り効力を有しないものとする。 

(3) 当社は、第 12 項記載の本新株予約権を行使することができる期間の末日（休業日である場合には、その

直前営業日とする。）に、本新株予約権 1 個当たり払込金額と同額で、本新株予約権者（当社を除く｡）の

保有する本新株予約権の全部を取得する。 

15．本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金及び資本準備金 

本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会社計算規則第 17 条の定めると
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ころに従って算定された資本金等増加限度額に 0.5を乗じた金額とし、計算の結果 1円未満の端数を生じる場

合はその端数を切り上げた額とする。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加する資本金の

額を減じた額とする。 

16．本新株予約権の行使請求の方法 

(1)本新株予約権を行使する場合、第 12 項記載の本新株予約権を行使することができる期間中に第 19 項記載

の行使請求受付場所を宛先として、行使請求に必要な事項を通知するものとする。 

(2)本新株予約権を行使する場合、前号の行使請求の通知に加えて、本新株予約権の行使に際して出資される

財産の価額の全額を、現金にて第 20項に定める払込取扱場所の当社が指定する口座に振り込むものとする。 

(3)本新株予約権の行使請求は、第 19項記載の行使請求受付場所に対する行使請求に必要な全部の事項の通知

が行われ、かつ当該本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額の全額が前号に定める口座に入金

された日に効力が発生する。 

17．新株予約権証券の不発行 

当社は、本新株予約権に関して、新株予約権証券を発行しない。 

18．本新株予約権の払込金額及びその行使に際して出資される財産の価額の算定理由 

本発行要項及び割当予定先との間で締結される買取契約に定められた諸条件を考慮し、一般的な価格算定

モデルであるモンテカルロ・シミュレーションを基礎として、当社の株価、当社普通株式の流動性及び株価変

動性（ボラティリティ）、当社に付与されたコール・オプション、割当予定先の権利行使行動及び割当予定先

の株式保有動向等について一定の前提を置いて第三者算定機関が評価した結果を参考に、本新株予約権 1個の

払込金額を第 8 項に記載のとおりとした。さらに、本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は第 9

項に記載のとおりとした。 

19．行使請求受付場所 

株式会社 LAホールディングス  

20．払込取扱場所 

株式会社りそな銀行 東京中央支店 

21．その他 

(1) 上記各項については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件とする。 

(2) その他本新株予約権発行に関し必要な事項は、当社代表取締役に一任する。 

以上  
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（別紙 2） 

株式会社 LAホールディングス第５回新株予約権 

発行要項 

1．本新株予約権の名称 

株式会社 LAホールディングス第５回新株予約権（以下「本新株予約権」という｡） 

2．申込期間 

2021年３月 22日 

3．割当日 

2021年３月 22日 

4．払込期日 

2021年３月 22日 

5．募集の方法 

第三者割当の方法により、全ての本新株予約権をマッコーリー・バンク・リミテッドに割り当てる。 

6．本新株予約権の目的である株式の種類及び数 

(1)本新株予約権の目的である株式の種類及び総数は、当社普通株式 350,000 株（本新株予約権 1 個当たりの

目的である株式の数（以下「割当株式数」という｡）は100株）とする。但し、下記第(2)号乃至第(5)号に

より割当株式数が調整される場合には、本新株予約権の目的である株式の総数は調整後割当株式数に応じ

て調整される。 

(2)当社が当社普通株式の分割、無償割当て又は併合（以下「株式分割等」と総称する。）を行う場合には、

割当株式数は次の算式により調整される。但し、調整の結果生じる 1株未満の端数は切り捨てる。 

調整後割当株式数＝調整前割当株式数×株式分割等の比率 

(3)当社が第 11 項の規定に従って行使価額（以下に定義する｡）の調整を行う場合（但し、株式分割等を原因

とする場合を除く。）には、割当株式数は次の算式により調整される。但し、調整の結果生じる 1株未満の

端数は切り捨てる。なお、かかる算式における調整前行使価額及び調整後行使価額は、第 11項に定める調

整前行使価額及び調整後行使価額とする。 

調整後割当株式数 ＝ 
調整前割当株式数 × 調整前行使価額 

調整後行使価額 

 

(4)本項に基づく調整において、調整後割当株式数の適用開始日は、当該調整事由に係る第 11項第(2)号及び

第(5)号による行使価額の調整に関し、各号に定める調整後行使価額を適用する日と同日とする。 

(5)割当株式数の調整を行うときは、当社は、調整後割当株式数の適用開始日の前日までに、本新株予約権に

係る新株予約権者（以下「本新株予約権者」という。）に対し、かかる調整を行う旨及びその事由、調整

前割当株式数、調整後割当株式数並びにその適用開始日その他必要な事項を書面で通知する。但し、第 11

項第(2)号⑤に定める場合その他適用開始日の前日までに上記通知を行うことができない場合には、適用開

始日以降速やかにこれを行う。 

7．本新株予約権の総数 

3,500個 
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8．各本新株予約権の払込金額 

新株予約権 1個当たり金 1,115円 

9．本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又は算定方法 

(1)各本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は、行使価額に割当株式数を乗じた

額とする。 

(2)本新株予約権の行使に際して出資される当社普通株式 1株当たりの金銭の額（以下「行使価額」という｡）

は、当初 1,800円とする。但し、行使価額は第 10項に定める修正及び第 11項に定める調整を受ける。 

10．行使価額の修正 

(1)当社は、当社取締役会の決議により行使価額の修正を決定することができ、かかる決定がなされた場合、

行使価額は本項に基づき修正される。本項に基づき行使価額の修正を決議した場合、当社は直ちにその旨

を本新株予約権者に通知するものとし、当該通知が行われた日（同日を含む。）から起算して 10 取引日

（以下に定義する。）目の日又は別途当該決議で定めた 10取引日目の日より短い日以降第 12項に定める期

間の満了日まで、本第 10項第(2)号を条件に、行使価額は、各修正日（以下に定義する。）の前取引日（以

下に定義する。）の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（同日に終値がない場合には、

その直前の終値）の90%に相当する金額（円位未満小数第3位まで算出し、小数第3位の端数を切り上げた

金額）に修正される。 

「取引日」とは、東京証券取引所において売買立会が行われる日をいう。但し、東京証券取引所におい

て当社普通株式に関して何らかの種類の取引停止処分又は取引制限（一時的な取引制限も含む。）があった

場合には、当該日は「取引日」にあたらないものとする。 

「修正日」とは、各行使価額の修正につき、第 16 項第(1)号に定める本新株予約権の各行使請求に係る

通知を当社が受領した日をいう。 

(2)行使価額は 1,195 円（但し、第 11 項の規定に準じて調整を受ける。）（以下「下限行使価額」という。）を

下回らないものとする。本項第(1)号に基づく計算によると修正後の行使価額が下限行使価額を下回ること

となる場合、行使価額は下限行使価額とする。 

11．行使価額の調整 

(1)当社は、本新株予約権の発行後、下記第(2)号に掲げる各事由により当社の発行済普通株式の総数に変更が

生じる場合又は変更が生じる可能性がある場合には、類似する別途の調整方法に従うとの本新株予約権者

と別途の合意がない限り、次に定める算式（以下「行使価額調整式」という｡）をもって行使価額を調整

する。 

 

 

調整後 

行使価額 

 

＝ 

 

 

調整前 

行使価額 

 

× 

既発行

株

式

数 

＋ 

新発行・ 

処分株

式数 

× 
1株当たりの

払込金額 

1株当たりの時価 

既発行株式数 ＋ 新発行・処分株式数 

 

(2)行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及び調整後行使価額の適用時期については、次に定める

ところによる。 

①下記第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに発行し、又は当社の保有す

る当社普通株式を処分する場合（無償割当てによる場合を含む｡）（但し、当社の役員及び従業員並びに

当社子会社の役員及び従業員を対象とする譲渡制限付株式報酬として株式を発行又は処分する場合、新
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株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む｡）の行使、取得請求権付株式又は取得条項付株式

の取得、その他当社普通株式の交付を請求できる権利の行使によって当社普通株式を交付する場合、及

び会社分割、株式交換又は合併により当社普通株式を交付する場合を除く｡） 

調整後行使価額は、払込期日（募集に際して払込期間を定めた場合はその最終日とし、無償割当ての

場合はその効力発生日とする｡）以降、又はかかる発行若しくは処分につき株主に割当てを受ける権利を

与えるための基準日がある場合はその日の翌日以降これを適用する。 

②株式の分割により普通株式を発行する場合 

調整後行使価額は、株式の分割のための基準日の翌日以降これを適用する。なお、行使価額調整式で

使用する新発行・処分株式数は、株式の分割により増加する当社の普通株式数をいうものとする｡ 

③下記第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を交付する定めのある取得請求権付

株式又は下記第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式の交付を請求できる新株

予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む｡）を発行又は付与する場合（但し、当社の役員及び

従業員並びに当社子会社の役員及び従業員を対象とするストック・オプションを発行する場合を除く。） 

調整後行使価額は、取得請求権付株式の全部に係る取得請求権又は新株予約権の全部が当初の条件で

行使されたものとみなして行使価額調整式を適用して算出するものとし、払込期日（新株予約権の場合

は割当日）以降又は（無償割当ての場合は）効力発生日以降これを適用する。但し、株主に割当てを受

ける権利を与えるための基準日がある場合には、その日の翌日以降これを適用する。 

④当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む｡）

の取得と引換えに下記第(4)号②に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式を交付する場合 

調整後行使価額は、取得日の翌日以降これを適用する。 

上記にかかわらず、当該取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付されたも

のを含む｡）に関して、当該調整前に本号③による行使価額の調整が行われている場合には、調整後行使

価額は、当該調整を考慮して算出するものとする。 

⑤本号①乃至③の場合において、基準日が設定され、かつ、効力の発生が当該基準日以降の株主総会、取

締役会その他当社の機関の承認を条件としているときには、本号①乃至③にかかわらず、調整後行使価

額は、当該承認があった日の翌日以降これを適用する。この場合において、当該基準日の翌日から当該

承認があった日までに本新株予約権の行使請求をした本新株予約権者に対しては、次の算出方法により、

当社普通株式を追加的に交付する。 

株式数 ＝ 

調整前 

行使価額 
－ 

調整後 

行使価額 
× 

調整前行使価額により 

当該期間内に交付された株式数 

調整後行使価額 

この場合、1株未満の端数を生じたときはこれを切り捨てるものとする。 

(3)行使価額調整式により算出された調整後行使価額と調整前行使価額との差額が 1 円未満にとどまる場合は、

行使価額の調整は行わない。但し、その後行使価額の調整を必要とする事由が発生し、行使価額を調整す

る場合には、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて調整前行使価額からこの差額を差し引いた額を

使用する。 

(4)①行使価額調整式の計算については、円位未満小数第 2位まで算出し、小数第 2位を四捨五入する。 

②行使価額調整式で使用する時価は、調整後行使価額が初めて適用される日（但し、本項第(2)号⑤の場合

は基準日）に先立つ 45 取引日目に始まる 30 連続取引日の東京証券取引所における当社普通株式の普通

取引の終値の平均値（終値のない日数を除く｡）とする。この場合、平均値の計算は、円位未満小数第 2

位まで算出し、小数第 2位を四捨五入する。 
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③行使価額調整式で使用する既発行株式数は、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場

合はその日、また、かかる基準日がない場合は、調整後行使価額を初めて適用する日の 1 ヶ月前の日に

おける当社の発行済普通株式の総数から、当該日において当社の保有する当社普通株式を控除した数と

する。また、上記第(2)号②の場合には、行使価額調整式で使用する新発行・処分株式数は、基準日に

おいて当社が有する当社普通株式に割り当てられる当社の普通株式数を含まないものとする｡ 

(5)上記第(2)号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、本新株予約権者

と協議のうえ、その承認を得て、必要な行使価額の調整を行う。 

①株式の併合、会社分割、株式交換又は合併のために行使価額の調整を必要とするとき。 

②その他当社の普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により行使価額の調整を必要とす

るとき。 

③行使価額を調整すべき複数の事由が相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の行使価額の算出にあ

たり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。 

(6)行使価額の調整を行うとき（下限行使価額が調整されるときを含む。）は、当社は、調整後行使価額の適用

開始日の前日までに、本新株予約権者に対し、かかる調整を行う旨及びその事由、調整前行使価額、調整

後行使価額（調整後の下限行使価額を含む。）並びにその適用開始日その他必要な事項を書面で通知する。

但し、上記第(2)号⑤に定める場合その他適用開始日の前日までに上記通知を行うことができない場合には、

適用開始日以降速やかにこれを行う。 

12．本新株予約権を行使することができる期間 

2021年３月 23日から 2023年３月 22日までとする。 

13．その他の本新株予約権の行使の条件 

 各本新株予約権の一部行使はできない。 

14．本新株予約権の取得 

(1)当社は、本新株予約権の取得が必要と当社取締役会が決議した場合は、本新株予約権の払込期日の翌日以

降、会社法第 273条及び第 274条の規定に従って 15取引日前までに通知をしたうえで、当社取締役会で定

める取得日に、本新株予約権 1個当たりその払込金額と同額で、本新株予約権者（当社を除く。）の保有す

る本新株予約権の全部又は一部を取得することができる。一部取得をする場合には、抽選その他の合理的

な方法により行うものとする。本要項の他のいかなる規定にもかかわらず、当社による本新株予約権者に

対する本新株予約権の取得の通知は、かかる取得に関して本新株予約権者が取得したいかなる情報も、金

融商品取引法第 166 条第 2 項に定める未公表の重要事実を構成しないよう、当社が当該取得について開示

をしない限り効力を有しないものとする。 

(2)当社は、当社が合併（合併により当社が消滅する場合に限る。）をする場合、株式交換若しくは株式移転に

より他の会社の完全子会社となることにつき株主総会で承認決議した場合又は東京証券取引所において当

社の普通株式の上場廃止が決定された場合、会社法第 273条の規定に従って 15取引日前までに通知をした

うえで、当社取締役会で定める取得日に、本新株予約権 1 個当たりその払込金額と同額で、本新株予約権

者（当社を除く｡）の保有する本新株予約権の全部を取得する。本要項の他のいかなる規定にもかかわらず、

当社による本新株予約権者に対する本新株予約権の取得の通知は、かかる取得に関して本新株予約権者が

取得したいかなる情報も、金融商品取引法第 166 条第 2 項に定める未公表の重要事実を構成しないよう、

当社が当該取得について開示をしない限り効力を有しないものとする。 

(3) 当社は、第 12 項記載の本新株予約権を行使することができる期間の末日（休業日である場合には、その

直前営業日とする。）に、本新株予約権 1 個当たり払込金額と同額で、本新株予約権者（当社を除く｡）の

保有する本新株予約権の全部を取得する。 

15．本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金及び資本準備金 
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本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会社計算規則第 17 条の定めると

ころに従って算定された資本金等増加限度額に 0.5を乗じた金額とし、計算の結果 1円未満の端数を生じる場

合はその端数を切り上げた額とする。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加する資本金の

額を減じた額とする。 

16．本新株予約権の行使請求の方法 

(1)本新株予約権を行使する場合、第 12 項記載の本新株予約権を行使することができる期間中に第 19 項記載

の行使請求受付場所を宛先として、行使請求に必要な事項を通知するものとする。 

(2)本新株予約権を行使する場合、前号の行使請求の通知に加えて、本新株予約権の行使に際して出資される

財産の価額の全額を、現金にて第 20項に定める払込取扱場所の当社が指定する口座に振り込むものとする。 

(3)本新株予約権の行使請求は、第 19項記載の行使請求受付場所に対する行使請求に必要な全部の事項の通知

が行われ、かつ当該本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額の全額が前号に定める口座に入金

された日に効力が発生する。 

17．新株予約権証券の不発行 

当社は、本新株予約権に関して、新株予約権証券を発行しない。 

18．本新株予約権の払込金額及びその行使に際して出資される財産の価額の算定理由 

本発行要項及び割当予定先との間で締結される買取契約に定められた諸条件を考慮し、一般的な価格算定

モデルであるモンテカルロ・シミュレーションを基礎として、当社の株価、当社普通株式の流動性及び株価変

動性（ボラティリティ）、当社に付与されたコール・オプション、割当予定先の権利行使行動及び割当予定先

の株式保有動向等について一定の前提を置いて第三者算定機関が評価した結果を参考に、本新株予約権 1個の

払込金額を第 8 項に記載のとおりとした。さらに、本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は第 9

項に記載のとおりとした。 

19．行使請求受付場所 

株式会社 LAホールディングス 

20．払込取扱場所 

株式会社りそな銀行 東京中央支店 

21．その他 

(1)上記各項については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件とする。 

(2)その他本新株予約権発行に関し必要な事項は、当社代表取締役に一任する。 

以上 

 


